
№ 種別 意　　見　　の　　趣　　旨 意見に対する区の考え方
対
応

1
基本
的考
え方

　空き家でない老朽化の進んだ管理不全な建物は
どうなるのでしょうか。

　空き家等でない老朽化が進んで周囲に危害を及ぼす
おそれがあるような危険な状態の建物については、従来
どおり建築基準法に基づき安全化指導を行い、このよう
な建物の解消を図っていきます。

参
考

2
基本
的考
え方

　管理不全な空き家等は、本来は地域で解決する
べき問題ではないのでしょうか。

　空き家等の管理は所有者等が適正に行うべきものであ
り、空き家に関する問題は、所有者等を中心に、地域に
おける近隣関係の中で解決することが望ましいもので
す。ただし、所有者が特定できないなど地域での解決が
困難な場合には、安心して生活できる地域社会の実現
に資することを目的として、区が本条例による対応を行う
ものです。

参
考

3
基本
的考
え方

　条例の制定は大賛成です。所有者等に区長の権
限がどこまで通用するのか、大英断に期待していま
す。

　空き家等の管理は、本来は所有者等が適正に行うべ
きものです。そのため、本条例では、空き家等の所有者
等に対し、空き家等が管理不全な状態にならないよう自
らの責任において適正な管理をしなければならないこと
を明らかにしました。その上で、所有者等が適正な管理
を行っていない場合の対応を定めました。
　本条例の施行後は、条例の規定に基づき、空き家等
の適正管理の推進に努めていきます。

参
考

4
基本
的考
え方

　早急な条例の制定と施行を望みます。
　（他に同趣旨の意見１）

　制定に向けて、直近の平成25年新宿区議会第2回定
例会（6月）に条例案を提案します。可決されれば、規定
内容に公表、代執行等の規定が含まれること等から、周
知期間を設け、平成25年10月1日に施行します。

参
考

5
基本
的考
え方

　管理不全な空き家とはどのようなものを想定して
いるのでしょうか。

　建物等の腐朽の程度、廃棄物の集積の程度等は様々
であり、一律の基準を定めることは難しいですが、一定
の判断ができるようなガイドラインの作成を進めます。ま
た、実際の判断に際しては、現地の調査を十分に行な
い、学識経験者等で構成される審査会に諮り意見をい
ただいた上で、区で判断していきます。

参
考

6
基本
的考
え方

　近隣に無人の古い家があり、心配です。
　条例の制定には大賛成です。

　条例の制定後は、空き家等の所有者等に対し、空き家
等が管理不全な状態にならないよう自らの責任において
適正な管理を行うよう求めていくとともに、所有者等が適
正な管理を行わない場合については、本条例に基づい
て対応をしていきます。

参
考

7
基本
的考
え方

　例えば、空き家の庭は空き地で、いわゆる空き地
の管理は、リサイクル及び一般廃棄物の処理に関
する条例に含まれています。本条例との他の条例と
の整合性については検討をしていると思いますが、
更に大局的な視点で見直すべきではないかと考え
ます。

　関係条例との整合性についての検討を踏まえて、本条
例の制定手続きを進めています。本条例やリサイクル及
び一般廃棄物の処理に関する条例等については、それ
ぞれの規定に基づく取組みを進めていくとともに、取組
みの結果をしっかり検証していきます。

参
考

8
基本
的考
え方

　本条例は、空き家全てが規制の対象ではなく、管
理不全な空き家を規制することを明確にする必要
があると考えます。

　本条例では、既に管理不全な状態にある空き家につ
いての勧告、命令等の対応について定めるとともに、現
在は問題のない空き家についても管理不全な状態にな
らないように予防的な観点からの啓発等の対応につい
ても定めています。このため、空き家全体を本条例の対
象としています。なお、助言、指導、代執行等の解消に
向けた対応は、「管理不全な空き家」が対象となります。

参
考

9
代執
行

　陳情を行い、また、区民の声委員会に付託した
が、解体できない空き家があります。この条例で解
体してほしいです。

　本条例は、様々な事情・実態がある空き家等の問題に
ついて、所有者等による自主的な問題解決の促進を基
本としています。
　解体については、本条例では、審査会の意見をいただ
きながら、厳格な要件の下での代執行による除却を想定
しています。

参
考
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10
代執
行

　この条例は、適正管理に関する事のみであり、空
き家を減少させ条例の目的を達成するためには、
あまり有効ではありません。行政代執行について
も、せいぜいごみ屋敷のごみ処理で、建物の解体
はできません。空き家をある程度解決するために
は、建物の解体を勧告できる条例の制定が必要で
す。

　本条例に定める手続に基づき、建物について除却の
勧告や命令等を発することは可能であるため、「建物の
解体を勧告できる条例」を別途制定する予定はありませ
ん。

参
考

11
代執
行

　行政代執行について、税金を使って代執行して
も、所有者等が支払えない場合には、親族等に請
求が行くのでしょうか。

　代執行に要した費用の徴収については、実際に要し
た費用の額及び納期日を定め、義務者に対し、代執行
費用納付命令書をもって納付を命じます（行政代執行
法第５条）。従って、義務者ではない親族等に請求を行
うことはありません。

参
考

12
代執
行

　行政代執行の費用について請求しても、支払が
なされないのではないでしょうか。

　代執行に要した費用については、請求をしっかり行っ
ていきます。また、行政代執行法第６条第１項は国税滞
納処分の例による強制徴収ができる旨を規定しており、
こうした制度に基づき、徴収していきます。

参
考

13
代執
行

　大震災時の倒壊を予防するためにも、条例は必
要です。長期間空き家で、古く耐震性のない建物
については、所有者に利用計画を提出してもらい、
一定期間経過しても空き家のままであれば、区が
取壊しを代行していただきたいと思います。

　本条例は、空き家等の管理不全状態への対応等につ
いて定めています。従いまして、長期間空き家で、古く
耐震性がない建物については、耐震化支援事業等の関
連制度を活用した取組みで対応していきます。
　また、空き家等は個人の財産であり、利用計画の提出
要求や一定期間経過後空き家状態であることだけを理
由にした取壊しの代行もできませんが、本条例により空
き家等の管理不全化の予防及び管理不全状態の改
善、解消等を進めていきます。

参
考

14
地域
の役
割

　町会としての役割はあるのでしょうか。 　町会をはじめとする地域の皆様には、管理不全な空き
家等やその所有者等に関する情報提供をはじめ、連携
して空き家等に対する取組みを進めていきたいと考えて
います。

参
考

15
個人
情報
保護

　適正管理されていない空き家等の情報を区に連
絡した場合について、連絡者の個人情報を守るこ
とが必要だと思います。

　情報提供していただいた方の個人情報については新
宿区個人情報保護条例等の関連法令に基づいて適正
に管理し、本条例に基づく対応に必要な関係者以外の
方に知られることがないようにします。

参
考

16 罰則

　罰則がなければ、条例を制定する意味がないの
ではないでしょうか。

　本条例に基づく助言、指導、勧告等に対応してもらえ
ない場合について、公表や行政代執行により実効性を
確保していることから、本条例では過料等の罰則は規定
しません。

参
考

17
補助
金

　空き家解体に関する条例を制定するのであれ
ば、解体に関する補助金の制度も不可欠です。他
自治体での補助の例もあり、国と自治体が合わせ
て解体費用の最大5分の4を補助する方針も報道さ
れています。

　補助金については、国の方針の詳細が明らかでないこ
と及び次の問題点があることから、本条例では規定せ
ず、国の動向を注視しながら検討を進めていきます。
・本来は所有者等の責任で行うべき管理不全な空き家
等の改善・解消への補助金支出の妥当性
・区の指導等により自ら改善、解消等をした場合との公
平性
・老朽化等が進めば区が対応をしてくれるという考えか
ら、所有者等の管理責任の放棄の助長

参
考

18
その
他

　区内の空き家について、件数を把握しています
か。

　住宅・土地統計調査等により把握しており、直近の平
成２０年の調査によると、区内の老朽化した一戸建ての
空き家は４９０棟です。

そ
の
他

19
その
他

　空き家にハクビシンやタヌキが住みつくという事例
について、区で把握していますか。

　生息実態の把握は困難ですが、ハクビシン等について
相談があれば、現地調査等により、状況の把握に努めて
います。

そ
の
他
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